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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第１期 第２期 第３期 第４期 第５期

決算年月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月

営業収益 (百万円) 8,623 5,405 5,599 2,245 1,365

経常利益又は経常損失
（△）

(百万円) △323 274 534 510 382

親会社株主に帰属する
当期純利益又は
親会社株主に帰属する
当期純損失（△）

(百万円) △211 166 304 1,404 614

包括利益 (百万円) △319 263 577 2,272 645

純資産額 (百万円) 2,421 2,680 3,249 5,594 6,220

総資産額 (百万円) 13,008 12,200 12,868 15,879 16,143

１株当たり純資産額 (円) 143.68 159.73 190.65 311.17 352.52

１株当たり当期純利益
金額又は当期純損失金
額（△）

(円) △13.60 10.74 19.62 90.41 39.53

自己資本比率 (％) 17.2 20.3 23.0 30.4 33.9

自己資本利益率 (％) △9.5 7.0 11.2 36.0 11.9

株価収益率 (倍) ― 30.3 13.2 5.9 9.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 425 395 482 △25 612

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △184 △112 85 206 △490

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △299 △304 △0 49 △24

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 151 147 761 1,082 1,122

従業員数 (人) 186 113 95 44 41
 

(注)１．当連結会計年度より「売上高」の表示を「営業収益」に変更しております。

２．営業収益には、消費税等は含まれておりません。

３．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、当連結会計年度よ

り、「当期純利益又は当期純損失(△)」を「親会社株主に帰属する当期純利益又は親会社株主に帰属する当

期純損失(△)」としております。

４．当社は宮越商事㈱（現 クラウン㈱）の単独株式移転により平成23年10月３日に設立されたため、第１期の連

結財務諸表は、完全子会社となった宮越商事㈱（現 クラウン㈱）の連結財務諸表を引き継いで作成しており

ます。

５．第４期における親会社株主に帰属する当期純利益、包括利益及び純資産額等の大幅な増加は、固定資産の一

部を譲渡したことによるものであります。

６．第４期及び第５期における営業収益の大幅な減少は、電気機器等の製造販売事業の縮小によるものでありま

す。

７．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

回次 第１期 第２期 第３期 第４期 第５期

決算年月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月

営業収益 (百万円) 59 153 181 209 262

経常利益又は経常損失
（△）

(百万円) △15 21 46 79 103

当期純利益又は当期純
損失（△）

(百万円) △10 19 44 66 102

資本金 (百万円) 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

発行済株式総数 (千株) 15,534 15,534 15,534 15,534 15,534

純資産額 (百万円) 3,900 3,920 3,964 4,030 4,133

総資産額 (百万円) 3,948 11,769 11,843 11,917 12,048

１株当たり純資産額 (円) 251.11 252.38 255.24 259.48 266.10

１株当たり配当額
(うち１株当たり
中間配当額)

(円) ― ― ― ― ―

(円) (―) (―) (―) (―) (―)

１株当たり当期純利益
金額又は当期純損失金
額（△）

(円) △0.70 1.27 2.86 4.25 6.61

自己資本比率 (％) 98.8 33.3 33.5 33.8 34.3

自己資本利益率 (％) △0.3 0.5 1.1 1.7 2.5

株価収益率 (倍) ― 255.9 90.3 125.6 58.1

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

従業員数 (人) 5 4 5 4 5
 

(注)１．営業収益には、消費税等は含まれておりません。

２．当社は宮越商事㈱（現 クラウン㈱）の単独株式移転により平成23年10月３日に設立されたため、第１期の事

業年度は、平成23年10月３日から平成24年３月31日であります。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【沿革】

当社は、平成23年10月３日に宮越商事株式会社（現商号 クラウン株式会社）の単独株式移転により、持株会社と

して設立されました。

年月 概要

平成23年10月 宮越商事株式会社（現商号 クラウン株式会社）（現・連結子会社）が単独株式移転により

「宮越ホールディングス株式会社」を設立。

宮越ホールディングス株式会社の株式を東京証券取引所（市場第一部）及び大阪証券取引所

（市場第一部）に上場。

平成27年４月 現地法人「皇冠投資管理有限公司」（現・連結子会社）を香港に設立。

平成28年４月 現地法人「科浪（深セン）商務有限公司」（現・連結子会社）を深セン市前海に設立。
 

 

クラウン株式会社（旧商号 宮越商事株式会社）（株式移転完全子会社）の沿革は以下のとおりであります。
　

年月 概要

昭和23年５月 会社設立。一般無線電機器具部品の製造販売を開始。

昭和30年４月 ポータブルラジオの製造を開始するとともに「CROWN」ブランドで輸出を開始。

昭和35年４月 商号をクラウン株式会社(英文：CROWN RADIO CORPORATION)に変更。

昭和36年10月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場。

昭和40年５月 白黒テレビの製造を開始。

昭和43年11月 大阪証券取引所市場第二部に株式を上場。

昭和44年10月 東京、大阪証券取引所市場第一部に指定。

昭和45年５月 カラーテレビの製造を開始。

昭和60年７月 英文名商号をCROWN CORPORATION に変更。

昭和62年10月 東京証券取引所市場第二部上場の「田尻機械工業株式会社」を吸収合併。

平成５年10月 商号を宮越商事株式会社(英文：MIYAKOSHI CORPORATION)に変更。

平成17年11月 現地法人「隆邦医葯貿易有限公司」(現・連結子会社)を中国に設立。

平成17年12月 現地法人「CROWN PRECISION (HK) CO.,LTD.」(現・連結子会社)の株式を取得。

平成18年１月 現地法人「深セン皇冠 (中国) 電子有限公司」(現・連結子会社)の株式を取得。

平成23年９月 東京証券取引所（市場第一部）及び大阪証券取引所（市場第一部）での株式の上場廃止。

平成23年10月 単独株式移転により持株会社「宮越ホールディングス株式会社」を設立。

平成24年７月 商号をクラウン株式会社(英文：CROWN CORPORATION)に変更。
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３ 【事業の内容】

当社は、平成23年10月３日付で、宮越商事株式会社（現商号 クラウン株式会社）が単独株式移転により同社の完全

親会社として設立した純粋持株会社であります。

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、宮越ホールディングス株式会社（当社）及び連結子会社６社により

構成され、「不動産開発及び賃貸管理」を主な事業としております。

事業における当社及び関係会社の位置付けは次のとおりであります。

 なお、当社グループは、従来「電気機器等の製造販売」、「不動産開発及び賃貸管理」の２事業を報告セグメント

としておりましたが、当連結会計年度より単一セグメントに変更しております。

区   分 会   社   名

持株会社 宮越ホールディングス株式会社（当社）

不動産開発及び賃貸管理事業 深セン皇冠(中国)電子有限公司（連結子会社）

その他事業

クラウン株式会社（連結子会社）

隆邦医葯貿易有限公司（連結子会社）

深セン皇冠金属成型有限公司（連結子会社）

CROWN PRECISION(HK)CO., LTD.（連結子会社）

皇冠投資管理有限公司（連結子会社）
 

(注)１．その他事業には電気機器等の製造販売、医薬品等の卸売販売、金属加工品等の製造販売、投資・資産管理等

の事業が含まれています。

   ２．CROWN PRECISION(HK)CO.,LTD.は深セン皇冠金属成型有限公司の持株会社であります。

　

当社は、有価証券の取引等の規制に関する内閣府令第49条第２項に規定する特定上場会社等に該当しており、これ

によりインサイダー取引規制の重要事実の軽微基準については連結ベースの数値に基づいて判断することとなりま

す。

 

 事業の系統図は次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】

(1) 連結子会社

名称 住所 資本金
主要な事業の

内容

議決権の所有
(又は被所有)
割合(％)

関係内容

クラウン株式会社
(旧商号 宮越商事株式会社)

東京都大田区 100百万円
電気機器等の
製造販売

所有100.0
当社に対し金銭の貸付を
行っております。
役員の兼任等・・・２名

深セン皇冠(中国)
     電子有限公司

中国広東省深セン市 USD 1,500万
不動産開発及
び賃貸管理

所有 90.0
(90.0)

当社が経営指導を行って
おります。
役員の兼任等・・・２名

隆邦医葯貿易
       有限公司

中国吉林省長春市 510百万円
医薬品及び医
療器具等の卸
販売

所有100.0
(100.0)

当社が経営指導を行って
おります。
役員の兼任等・・・２名

深セン皇冠金属
     成型有限公司

中国広東省深セン市 USD  300万
金属加工品の
製造販売

所有 67.0
(67.0)

役員の兼任等・・・２名

CROWN PRECISION
    (HK)CO.,LTD.

Causeway Bay,
       Hong Kong

HKD   50万
深セン皇冠金
属成型有限公
司の管理運営

所有100.0
(100.0)

役員の兼任等・・・１名

皇冠投資管理
       有限公司

Causeway Bay,
       Hong Kong

HKD  150万
投資・資産管
理等

所有100.0 ―

 

(注)１．「議決権の所有割合」の（ ）内は間接所有割合を内数で示しております。

２．皇冠投資管理有限公司は平成27年４月16日に設立しております。

３．クラウン株式会社、深セン皇冠(中国)電子有限公司、隆邦医葯貿易有限公司、深セン皇冠金属成型有限公司

は特定子会社に該当します。

４．CROWN PRECISION(HK)CO.,LTD.は債務超過会社であり、平成27年12月時点で債務超過額は296百万円でありま

す。

５．当社グループは単一セグメントであるためセグメント情報を開示しておりませんが、当社の連結売上高に占

める深セン皇冠(中国)電子有限公司の売上高の割合が100分の90を超えているため、主要な損益情報等の記載

を省略しております。

 

(2) その他の関係会社

名称 住所 資本金
主要な事業の

内容

議決権の所有
(又は被所有)
割合(％)

関係内容

株式会社クラウン
     ユナイテッド

東京都大田区 10百万円 投資事業 (被所有) 21.3 役員の兼任等・・・２名
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成28年３月31日現在

事業の名称 従業員数（名）

不動産開発及び賃貸管理 37

本社管理 4

合計 41
 

(注)１．当社グループの報告セグメントは、不動産開発及び賃貸管理の単一セグメントであるため、セグメント別の

従業員数については記載を省略しております。

２．従業員数は就業人員であり、嘱託社員を含めております。

 

(2) 提出会社の状況

平成28年３月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

5 40.2 3.5 5,552
 

(注)１．従業員数は就業人員であり、嘱託社員を含めております。

２．平均年間給与は、基準外賃金を含んでおります。

３．提出会社の従業員は、１名が不動産開発及び賃貸管理事業に属しており、４名が本社管理に属しておりま

す。

 

(3) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しており、特記すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度における当社グループをとりまく経済環境は、上期においては世界経済全体の景気は緩やかに回

復していたものの、下期以降新興国の経済成長の減速が顕著になり、また原油安、円高等の不安定要素や米国の経

済回復状況の停滞などにより、先行き不透明感が増すものと思われます。

 一方で、当社グループの主要な事業拠点である中国深セン市は、国際都市として堅実な経済成長を継続してお

り、賃金、物価、不動産価格の上昇率は他の地域に比べいずれも高い伸び率を示し、不動産賃貸市場におきまして

も底堅い需要に支えられ市況は好調に推移しております。

このような状況下、当社グループは、深セン市における所有不動産の賃貸管理及び開発事業に経営資源を集中

し、所有不動産物件（建物114千㎡・土地127千㎡）の効率的な活用とハイレベルな運営管理を行うことにより、稼

働率の高い安定した収益基盤の強化を図り、業績の向上を目指して事業を推進してまいりました。

この結果、当連結会計年度における営業収益は1,365百万円（前期比39.2％減）、営業利益628百万円（前期比

22.1％増）、経常利益382百万円（前期比25.0％減）、親会社株主に帰属する当期純利益614百万円（前期比56.3％

減）を計上いたしました。

なお、営業収益の大幅な減少（前期比39.2％減）は、前期において電気機器等の製造販売事業の大幅な縮小を実

施したことによるものであり、また親会社株主に帰属する当期純利益の大幅な減少（前期比56.3％減）は、前期に

おいて当社グループの固定資産の一部を譲渡したことにより特別利益を計上したことに起因するものであります。

 

不動産開発事業について

当社子会社深セン皇冠（中国）電子有限公司（以下「皇冠電子」と称する）が所在する深セン市は、人口1,800万

人を擁し、中央政府が進める次世代の現代サービス産業の高度化を担うべく、ハイテク・情報・金融等を基盤とし

た国際都市への転換を図り、香港・マカオを一体化した一大経済圏の中心に位置する中国華南地区の中心都市とし

て、今後も一層の発展を期待されております。

皇冠電子の保有する不動産物件（土地127千㎡）は、深セン市の中心部福田区に位置し、官公庁街に近く、交通イ

ンフラ（主要幹線道路、地下鉄駅、高速道路インターチェンジ、深セン市最大のバスターミナル等）等の都市機能

が集中した付加価値の高いエリアにあります。

当該不動産物件につきましては、都市更新プロジェクト「皇冠科技園（仮称）」として、オフィスやホテル、商

業施設、レジデンスなどから構成される大型総合都市開発を予定しており、日本をはじめとする海外の先進的開発

や運営技術を導入し、深セン市の更なる経済発展のモデルとなる再開発を目指しております。

当該開発事業につきましては、中国政府をはじめ国内外多方面から協賛を受けており、また深セン市の重大プロ

ジェクトにも位置づけられていることから、現在同市政府関係各局と協議調整を図りながら申請に向け開発計画の

策定を進めております。当社グループは、当該開発事業をグループの成長戦略の柱として位置付け、今後も経営資

源を集中してまいる所存です。

なお、当該開発事業の促進と中国における当社グループ事業の更なる拡大を図るため、当社は香港特別行政区に

当社全額出資による子会社「皇冠投資管理有限公司」を設立し、当連結会計年度より、当該子会社を連結の範囲に

含めております。

 

当社グループは、従来、「電気機器等の製造販売事業」、「不動産開発及び賃貸管理事業」、「その他事業」の

各セグメント別に業績を説明しておりましたが、当連結会計年度から「不動産開発及び賃貸管理事業」のみの単一

セグメントとなったため、セグメント別の記載を省略しております。詳細は「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸

表等 (1)連結財務諸表 注記事項 （セグメント情報等）」をご参照ください。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、1,122百万円となり、前連結

会計年度より39百万円の増加となりました。

 各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

EDINET提出書類

宮越ホールディングス株式会社(E25665)

有価証券報告書

 8/63



 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による資金は、612百万円増加（前期は25百万円の減少）いたしました。これは主に、不動産賃貸管理

事業の営業利益の計上によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による資金は、490百万円減少（前期は206百万円の増加）いたしました。これは主に、固定資産の売

却により4,532百万円増加した一方で、定期預金の預入により5,045百万円減少したことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による資金は、24百万円減少（前期は49百万円の増加）いたしました。これは借入金の返済によるも

のであります。

 

なお、「事業の状況」に記載の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

２ 【仕入、成約及び販売の状況】

当社グループは、不動産開発及び賃貸管理を主な事業としているため、仕入実績、成約状況について該当事項は

ありません。

　

 売上の状況

当連結会計年度における売上実績を区分別に示すと、次のとおりであります。

なお、当社グループは従来「電気機器等の製造販売」、「不動産開発及び賃貸管理」の２事業を報告セグメント

としておりましたが、当連結会計年度より「不動産開発及び賃貸管理」の単一セグメントに変更しております。従

いまして、前期比は、当連結会計年度の売上区分をベースに前連結会計年度の数値を組替えて算出しております。

　

区分 金額(百万円) 前期比(％)

不動産賃貸管理収入 1,365 31.3

その他 ― △100.0

合計 1,365 △39.2
 

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

３ 【対処すべき課題】

当連結会計年度における当社グループをとりまく経済環境は、上期においては世界経済全体の景気は緩やかに回復

していたものの、下期以降新興国の経済成長の減速が顕著になり、また原油安、円高等の不安定要素や米国の経済回

復状況の停滞などにより、先行き不透明感が増すものと思われます。

かかる状況下、当社グループが対処すべき課題は、次のとおりであります。

(1) 純粋持株会社体制におけるコーポレート・ガバナンスの確立と経営資源の有効的な活用による企業価値の向上

(2) 中国における不動産総合開発の組織体制強化と事業促進

上記課題につきましては、戦略の質を高め着実に成果を上げることにより、企業体質の強化と経営基盤の確立を

図ってまいります。

　

４ 【事業等のリスク】

該当事項はありません。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 
６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断したもの

であります。

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づいて作成され

ております。この連結財務諸表は、当社グループの平成28年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績並びに連結キャッシュ・フローの状況等を適正に表示しております。

 

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析

当連結会計年度における当社グループの経営成績は、営業収益1,365百万円（前期比39.2％減）、営業利益628百

万円（前期比22.1％増）、経常利益382百万円（前期比25.0％減）、親会社株主に帰属する当期純利益614百万円

（前期比56.3％減）となりました。

なお、当社グループの報告セグメントは、不動産開発及び賃貸管理の単一セグメントであるためセグメント別の

記載を省略しております。

 経営成績に影響を与えた要因につきましては、「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 (1)業績」をご参照くだ

さい。

 

(3) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

今後の当社グループを取り巻く経済環境は、世界経済においては先進国を中心に緩やかな上昇が続くものと思わ

れますが、海外への投資を積極的に進めるにあたり、米国の金利緩和縮小など様々な経済状況に起因した、円安・

ドル高、逆に円高・ドル安など為替の大きな変動は、資産評価や投資コストに直結し、経営成績に重要な影響を与

える要因となります。

中国深セン市の現地子会社深セン皇冠（中国）電子有限公司が所有する不動産（土地・建物）については、本格

的に再開発に着手する予定であり、地元政府とも協議を進める一方で日本及び欧米の不動産開発関連企業との接触

を始めるなど、グループの経営資源を同事業に集中し、深セン市の発展にふさわしい都市開発を進めたいと考えて

おります。

当社グループは、持株会社体制を構築しており、グループ内の各事業部門の見直しを行った結果、前期において

先行業績改善の見込めない不採算部門である電気機器製造販売事業を大幅に縮小し、新たな事業への展開を図るな

ど選択と集中を進め、成長が見込める分野への投資を積極的に行い、収益率の高い経営基盤を構築するイノベー

ションを進め、グループの企業価値の向上を図ってまいる所存です。

なお、後記「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (1)連結財務諸表 注記事項（重要な後発事象）」に記載

のとおり、当社は平成28年５月30日開催の取締役会において、当社の連結子会社である深セン皇冠（中国）電子有

限公司が中国深セン市に所有する固定資産（土地使用権）の一部について、深セン市人民政府より道路建設のため

の用地回収の要請を受けたことから、同政府の要請に対して公共事業であることに鑑み前向きに検討し対応するこ

とを決議しております。

 

(4) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

① 資金調達

当社グループにおいて、必要資金は、自己資金のほか、金融機関からの借入などの外部資金も利用しておりま

す。また、深セン市における不動産開発などのプロジェクト資金につきましては、その都度市場等から調達を行う

方針であります。

② 財政状態

当連結会計年度末における資産総額は16,143百万円となり、前連結会計年度末に比べ263百万円の増加となりまし

た。この主な要因は、営業取引により生じた現預金の増加によるものであります。負債総額は9,922百万円となり、

前連結会計年度末に比べ361百万円の減少となりました。この主な要因は、繰延税金負債の減少によるものでありま

す。純資産総額は6,220百万円となり、前連結会計年度末に比べ625百万円の増加となりました。この主な要因は、

利益剰余金の計上によるものであります。
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③ キャッシュ・フロー

キャッシュ・フローの状況につきましては、「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 (2)キャッシュ・フローの

状況」に記載のとおりであります。

 

(5) 経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループの経営陣は、グループを取り巻く事業環境における最新情報の分析により経営戦略を樹立し、迅速

に対応しております。

 経営者の問題認識と今後の方針につきましては、「第２ 事業の状況 ３ 対処すべき課題」に記載のとおりで

あります。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度において、特記すべき設備投資額はありません。

 
２ 【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は次のとおりであります。

(1) 提出会社

当連結会計年度末において、特記すべき設備はありません。なお、本社事務所は賃借しており、当連結会計年度

における賃借料は21百万円であります。

 

(2) 国内子会社

当連結会計年度末において、特記すべき設備はありません。

 

(3) 在外子会社

平成27年12月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの名称
設備の
内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)建物及び

構築物

機械装置
及び
運搬具

土地使用
権(面積
127千㎡)

その他 合計

深セン皇冠
(中国)電子
有限公司

本社・事務所
(中国広東省
深セン市)

不動産開発及び
賃貸管理

賃貸
設備

0 2 1,358 21 1,382 37

 

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

特記すべき事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 60,000,000

計 60,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成28年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年６月29日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 15,534,943 15,534,943
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数
100株

計 15,534,943 15,534,943 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成23年10月３日 15,534 15,534 2,000 2,000 1,000 1,000
 

(注) 発行済株式総数及び資本金並びに資本準備金の増加は、設立によるものであります。
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(6) 【所有者別状況】

平成28年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株) 単元未
満株式
の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 14 47 34 34 5 3,984 4,118 －

所有株式数
(単元)

― 4,793 3,573 34,231 75,941 46 36,643 155,227 12,243

所有株式数
の割合(％)

― 3.09 2.30 22.05 48.92 0.03 23.61 100.00 －
 

(注)１．自己株式345株は、「個人その他」に3単元、「単元未満株式の状況」に45株含まれております。

２．「その他の法人」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が44単元含まれております。

 

(7) 【大株主の状況】

平成28年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社クラウンユナイテッド 東京都大田区大森北1丁目23番1号 3,311 21.31

アジアン スカイ インベストメンツ

リミテッド

(常任代理人 リーディング証券㈱)

42 Cameron Road, Tsim Sha Tsui,Kowloon,

Hong Kong(東京都中央区新川1丁目8-8)
2,070 13.32

キロ パワー リミテッド

(常任代理人 ㈱みずほ銀行決済営業部)

Des Voeux Road Central, Hong Kong

(東京都港区港南2丁目15-1)
1,024 6.59

スイフトアセットグループリミテッド
(常任代理人 シティバンク銀行㈱)

Leighton Road, Causeway Bay, Hong Kong

(東京都新宿区新宿6丁目27番30号)
959 6.17

マックスインベスト リミテッド

(常任代理人 ㈱みずほ銀行決済営業部)

Des Voeux Road Central, Hong Kong

(東京都港区港南2丁目15-1)
878 5.65

サイノ ブライト リミテッド

(常任代理人 シティバンク銀行㈱)

216 Main Street,Road Town,Tortola,B.V.I

(東京都新宿区新宿6丁目27番30号)
530 3.41

フォーチューン スプライト

ホールディングス リミテッド

(常任代理人 シティバンク銀行㈱)

Des Voeux Road Central, Hong Kong

(東京都新宿区新宿6丁目27番30号)
500 3.21

ハムフォード オーバーシーズ

リミテッド

(常任代理人 ㈱みずほ銀行決済営業部)

Leighton Road, Causeway Bay, Hong Kong

(東京都港区港南2丁目15-1)
488 3.14

フェアーシャイングループリミテッド
(常任代理人 シティバンク銀行㈱)

Queen's Road Central, Hong Kong

(東京都新宿区新宿6丁目27番30号)
350 2.25

アトランティック ジャンボ リミテッ

ド(常任代理人 香港上海銀行東京支店

カストディ業務部)

Harcourt Road, Central Hong Kong

(東京都中央区日本橋3丁目11-1)
325 2.09

計 ― 10,436 67.18
 

(注) 前事業年度末現在主要株主であった皇冠貿易(香港)有限公司は、平成27年11月25日付で保有する全株式をアジ

アン スカイ インベストメンツ リミテッドに売却したことにより、当事業年度末では主要株主でなくなりまし

た。これにより、前事業年度末では主要株主でなかったアジアン スカイ インベストメンツ リミテッドが、新

たに主要株主となっております。

なお、当該主要株主の異動については、平成27年12月１日付で臨時報告書を提出しております。
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成28年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式          300

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式   15,522,400 155,224 ―

単元未満株式 普通株式       12,243 ― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 15,534,943 ― ―

総株主の議決権 ― 155,224 ―
 

(注)１．「完全議決権株式(その他)」欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が4,400株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数44個が含まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式45株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

    平成28年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
宮越ホールディングス
株式会社

東京都大田区大森北
一丁目23番１号

300 ― 300 0.00

計 ― 300 ― 300 0.00
 

 

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

２ 【自己株式の取得等の状況】
 

【株式の種類等】  普通株式
 

　
(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。
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(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 345 ─ 345 ─
 

(注) 当期間における保有自己株式には、平成28年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式数は含まれておりません。

　

３ 【配当政策】

配当の基本的な方針は、株主の皆様への長期的、安定的な利益還元が重要課題であると考え、業績に対応した配当

を実施する一方で、企業体質の強化、今後の事業拡大等の資金需要に備えるべく内部留保の充実を図ることが重要で

あると考えております。

また、毎事業年度における配当は、中間配当及び期末配当の年２回とし、これらの配当の決定機関は取締役会であ

ります。

当事業年度の配当につきましては、誠に遺憾ながら無配とさせて頂きましたが、内部留保資金の使途につきまして

は、不動産開発などのプロジェクト資金として投入させていただく所存であります。

 

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

回次 第１期 第２期 第３期 第４期 第５期

決算年月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月

最高(円) 750 455 380 1,669 885

最低(円) 184 239 233 232 276
 

(注)１．最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

２．当社は平成23年10月３日に設立し上場したため、第１期の最高・最低株価は設立後６ヶ月間の株価でありま

す。

 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

 

月別 平成27年10月 11月 12月 平成28年１月 ２月 ３月

最高(円) 612 512 498 451 381 435

最低(円) 446 466 408 327 276 326
 

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

男性６名 女性０名 （役員のうち女性の比率０％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数

代表取締役
会長兼社長

― 宮 越 邦 正 昭和16年２月６日生

昭和41年５月 東邦電器製作所 創業

代表

(注)3 ― 株

昭和43年７月 東邦電器㈱ 設立

代表取締役社長

昭和56年６月 ㈱クラウンユナイテッド

代表取締役社長 (現)

平成５年６月 クラウン㈱

代表取締役会長 (現)

平成13年６月 宮越商事㈱(現 クラウン㈱)

代表取締役社長 (現)

平成17年11月 隆邦医葯貿易有限公司

董事長

平成23年10月 当社

代表取締役会長兼社長 (現)

平成23年10月 深セン皇冠(中国)電子有限公司

董事長 (現)

平成26年３月 深セン皇冠(中国)電子有限公司

総経理 (現)

常務取締役
管理
本部
長

板 倉 啓 太 昭和24年２月23日生

昭和63年６月 ㈱クラウンユナイテッド

取締役 (現)

(注)3 1,000株

平成５年２月 クラウン㈱

入社 管理部長

平成５年６月 クラウン㈱

取締役経理部長

平成７年１月 宮越商事㈱(現 クラウン㈱)

取締役管理本部長 (現)

平成17年11月 隆邦医葯貿易有限公司

董事 (現)

平成23年10月 当社

取締役経営企画部長

平成23年10月 深セン皇冠(中国)電子有限公司

董事

平成23年10月 深セン皇冠金属成型有限公司

董事総経理 (現)

平成24年６月 当社

常務取締役 (現)

取締役
中国
事業
部長

張         偉 昭和51年５月20日生

平成12年10月 ㈱みずほコーポレート銀行

(現㈱みずほ銀行)大連支店 入行

(注)3 ― 株

平成16年３月 ㈱日産サティオ埼玉

入社

平成17年４月 ㈱みずほコーポレート銀行

(現㈱みずほ銀行)本店 入行

平成24年４月 デロイトトーマツコンサルティング㈱

入社

平成26年５月 当社

入社 中国事業部長 (現)

平成26年５月 深セン皇冠(中国)電子有限公司

董事・常務副総経理 (現)

平成26年６月 当社

取締役 (現)

平成26年６月 隆邦医葯貿易有限公司

董事総経理 (現)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数

取締役
(監査等委員)

― 田 村 幸 治 昭和26年５月10日生

平成18年11月 ㈱日本食糧新聞社 常務取締役

ニッショク映像㈱ 社長

(注)4 ― 株

平成20年11月 ㈱日本食糧新聞社

専務取締役

平成24年11月 ㈱日本食糧新聞社

常勤監査役

平成26年11月 ㈱日本食糧新聞社

常勤顧問

平成27年６月 当社

取締役(監査等委員) (現)

取締役
(監査等委員)

― 宮 越 盛 也 昭和44年10月18日生

昭和63年４月 ㈱プリンスホテル 入社

(注)4 2,200株

平成５年５月 日本通運㈱ 入社

平成14年６月 ㈱タスク

常務取締役

平成18年６月 ㈱タスク

専務取締役

平成22年５月 ㈱タスク

代表取締役社長 (現)

平成24年６月 ㈱ビオカ

代表取締役社長 (現)

平成26年６月 当社

非常勤監査役

平成27年６月 当社

取締役(監査等委員) (現)

取締役
(監査等委員)

― 段     鳳 林 昭和39年５月31日生

昭和63年１月 中国鞍山鋼鉄集団公司

総経理助理

(注)4 6,000株

平成10年３月 中国鞍山鋼鉄建設集団公司

副総経理

平成11年４月 中国鞍山鋼鉄汽車公司

副総経理

平成19年７月 中国鞍山鋼鉄建設集団機械化公司

総経理助理

平成21年１月 中国鞍山鋼鉄建設集団機械化公司

副総経理

平成23年２月 中国鋼鉄協会調査研究員 (現)

平成27年６月 当社

取締役(監査等委員) (現)

計  9,200株
 

(注)１．取締役田村幸治、宮越盛也及び段鳳林は、社外取締役であります。
２．監査等委員以外の取締役の任期は、平成28年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成29年３月期に係る

定時株主総会終結の時までであります。
３．監査等委員である取締役の任期は、平成27年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成29年３月期に係る

定時株主総会終結の時までであります。
４．当社は、平成27年６月26日開催の定時株主総会の承認決議により同日をもって監査等委員会設置会社に移行

しております。

監査等委員会の体制は次のとおりであります。

委員長 田村幸治 委員 宮越盛也 委員 段鳳林

 

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社はグループ各社の事業活動を支配・管理する持株会社として、企業価値の継続的な向上と企業の社会的責

任（ＣＳＲ）を果たし、株主や顧客などすべてのステークホルダーから信頼される企業の実現を目的としており

ます。

当社はそのために、コーポレート・ガバナンスを確立し、法令および定款の遵守並びに当社および子会社の役

職員等に企業倫理を徹底すると共に、経営管理組織の透明性、健全性を高め、的確かつ迅速な経営の意思決定と

適正な業務執行体制を確立することを重要課題として位置付け、当社グループの企業価値をより高められるよ

う、内部統制システム、コンプライアンスリスク管理システムの整備に努めてまいります。

なお、当社は、取締役会の監督機能とコーポレート・ガバナンス体制の一層の強化および経営の健全性と透明

性の向上を目的に、平成２７年６月２６日開催の第４回定時株主総会の決議を経て「監査等委員会設置会社」に

移行いたしました。
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② 当該体制を採用する理由

当社は、「監査等委員会設置会社」であり、取締役会、監査等委員会、会計監査人の機関を設置しておりま

す。取締役会における議決権を有する３名の監査等委員が経営の意思決定に加わることで、取締役会の監督機能

の強化を図ります。

取締役会、監査等委員会、内部統制室および監査室並びに会計監査人と連携し、取締役会の監督機能とコーポ

レート・ガバナンス体制の強化および経営の健全性と透明性の向上を図るため、現在の体制を採用しておりま

す。

　

　

③ 内部統制システムの整備状況

取締役・取締役会、監査等委員・監査等委員会、監査室、コンプライアンスリスク管理委員会、内部統制室等

の各組織における選任・解任手続、監査手続、連携方法、報告義務についての体制を構築し、更に各種社内規

程・社内ルールの整備を図り、社内業務が適正・適切に行われていることを確認するための内部監査機能も充実

させてまいります。

リスク管理体制としては、コンプライアンスリスク管理委員会を設置し、内部統制室が事務局として、関連部

門と連携してリスク管理に関する施策を立案、推進し、更に業務執行情報を取締役、監査等委員が適宜閲覧でき

るシステムを構築した監視体制を敷いてまいります。

内部統制システム構築の基本方針の概略は、次のとおりです。

イ 当社および子会社の取締役・使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

・取締役・使用人は、法令および定款、社内規定の遵守のみならず、企業の社会的責任を全うすることを目

的として「宮越ホールディングス行動規範」に沿って業務を執行する。

ロ 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

・取締役の職務の執行に係る文書その他の情報は、文書管理規程に基づき適切に保存および管理する。

ハ 当社および子会社の損失の危険の管理に関する規定その他の体制

・内部統制室をリスク管理部門とし、関連部門と連携して、グループのリスク管理に関する施策を立案、推

進する。

二 当社および子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・各部門の機能、業務執行の範囲について職務分掌規程に定めるとともに、職務権限規程の定めにより、権

限の範囲および権限の委譲を明確にし、業務執行の効率性を確保する。
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ホ 当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

・子会社から定期的に営業内容の報告を受け、重要事項の事前協議を実施する。又、当社の監査室が必要に

応じて子会社の内部監査を実施する。

へ 当社の監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項および当該使用人の独立性を確保する体制

・監査等委員会の求めに応じて、その職務を補助すべき使用人を配置するものとし、配置にあたっての具体

的内容は監査等委員会の意見を参考にする。また、当該使用人の人事（異動、処遇、懲戒等）について

は、監査等委員会の意見を尊重し、取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性を確保す

る。

ト 当社および子会社の取締役・使用人の監査等委員会への報告に関する体制並びに当社の監査等委員会に報

告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

・取締役は、会社に重大な影響を及ぼす恐れがある事実を発見した場合、直ちに監査等委員に報告する。ま

た、取締役、執行役員、使用人は監査等委員会の要求に応じて監査等委員会に出席し、必要な資料を添え

て報告する。尚、当社および子会社は、監査等委員会に報告をした者に対し、当該報告を理由として解雇

等の不当な処分を行わないことを徹底する。

チ 監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生ずる費用の前払

または償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

・監査等委員がその職務の執行に関して、費用の前払い等の請求を行った場合、職務の執行に必要でないと

認められた場合を除き、当該費用の前払い等を行う。

リ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・監査等委員会は、当社の会計監査人から会計監査内容について説明を受けるとともに、必要に応じて弁護

士等から助言を受けることができる。

④ 内部統制システムの運用状況の概要

当社は、「内部統制システムに関する基本方針」を定め、業務の適正を確保するための取り組み方針として、

会社の事業内容、社会、経済環境の変化に即応し、継続的に内部統制システムの整備を図り、実効性のある内部

統制の運用に努めております。

 当事業年度の主な運用状況は以下のとおりです。

・当社は、「会社法の一部を改正する法律」（平成26年法律第90号）が平成27年５月１日に施行されたこと

を受け、平成27年６月26日開催の第４回定時株主総会において、監査等委員会設置会社への移行と定款の

一部変更の決議を行い、取締役会において取締役会規程をはじめとする関連諸規程の改定を承認し、その

後速やかに全役職員会議を開催、内容の説明と周知徹底を図りました。当社はグループ各社の事業活動を

支配・管理する持株会社として、企業価値の継続的な向上と企業の社会的責任を果たすため、コーポレー

ト・ガバナンスを確立し、引き続き役職員に対して法令及び定款並びに会社の諸規程など企業倫理を徹底

してまいります。

・当社はコンプライアンス、内部通報に関する通報窓口としてコンプライアンスリスク管理委員会を設置

し、事業活動におけるリスク低減を志向、同管理委員会を３回開催し、その都度の課題を提起・報告と実

効性ある委員会を目指し協議を行いました。

・新たに設置された監査等委員会がその業務を円滑に進める為の内部統制室のサポート体制、コーポレー

ト・ガバナンス体制の一層の強化、経営の健全性・透明性の向上を図る体制の構築等に関し、監査等委員

会と内部統制室の協議を３回開催し、今後とも相互連携を図っていくことを確認致しました。

当社では今後とも内部統制運用に関し、基本方針やシステムの見直し及びその適切な運用を通して業務の適正

を確保してまいる所存です。

⑤ 内部監査および監査等委員会による監査

当社の当期末現在の内部監査の人員は２名であります。内部監査は、内部監査の担当者が、年次監査予定に基

づき、定期的に社長および監査等員会に活動状況、内部監査の結果を報告するとともに、法令、定款に違反し、

または違反する恐れがあると認識した場合は速やかに監査等委員会に報告し、改善指導を実施することとしてお

ります。

また、監査等委員会が監査に必要とする情報を適時、適切に収集できる体制を確保し、監査等委員の閲覧する

資料整備に努め、更に監査等委員会の求めに応じて補助業務を行うなど監査等委員会による監査の全面的なサ

ポートを行います。

当社の監査等委員である取締役は、取締役会に出席して意見を述べ、適切に議決権を行使するほか、経営全般

の監視に当たり、各監査等委員と相互に連携を取りながら機能的な監査、監視を実施いたします。
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⑥ 社外取締役について

当社は、有識者で構成されるコンプライアンスリスク管理委員会を設置し、全社的に職務執行状況を監督する

管理部門において管理状況やリスク情報を適宜報告する管理体制を構築しております。

当社の社外取締役は現在３名であり、この３名が監査等委員会を構成しています。いずれの社外取締役も、当

社との間には人的関係、資本的関係、取引関係その他の利害関係はなく独立性を有しております。

田村幸治氏および段鳳林氏の両氏は、一般株主と利益相反が生じる恐れがないと判断し、東京証券取引所の定

めに基づく独立役員として届け出ております。

当社の監査等委員会は、国際的な見識と企業の社会的責任を充分に理解した立場で監査を行うことを基本とし

ており、更に、当社の主要事業の拠点が中国であることから日本および中国の両国に精通した人材を招聘し、高

い専門性と豊富な経験・知識に基づく視点を監査に生かしております。また、各監査等委員は、取締役会および

監査等委員会において、監査結果および重要事項等について協議を行い、経営全般の監視にあたるとともに、相

互に連携を取りながら機能的な監査を実施します。

なお、社外取締役を選任するための独立性に関する基準または方針は定めていませんが、選任にあたっては東

京証券取引所の定める独立役員の独立性に関する判断基準を参考にしております。

⑦ 役員の報酬等

イ 提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる
役員の員数

(名)基本報酬
ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役(監査等委員を
除く。)
(社外取締役を除く。)

26 26 ― ― ― 3

取締役(監査等委員)
(社外取締役を除く。)

― ― ― ― ― ―

監査役
(社外監査役を除く。)

0 0 ― ― ― 1

社外役員 6 6 ― ― ― 4
 

(注) 当社は、平成27年６月26日付で監査役設置会社から監査等委員会設置会社に移行しております。

ロ 提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

ハ 使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

使用人給与のうち重要なものはありません。

ニ 役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針

当社は役員の報酬等の額については、株主総会で決議された取締役及び監査等委員の報酬総額の範囲内で

個々の成果や会社の業績などを考慮し、取締役会において決定しております。報酬の決定にあたっては取締

役会に上程する事前手続きとして、監査等委員会の適切な関与と助言を得ることとしております。

⑧ 株式の保有状況

当社及び連結子会社のうち、投資株式の貸借対照表計上額（投資株式計上額）が最も大きい会社（最大保有会

社）クラウン株式会社については以下のとおりであります。

イ 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

該当事項はありません。

ロ 保有目的が純投資目的である投資株式

 

前事業年度
(百万円)

当事業年度
(百万円)

貸借対照表
計上額の合計額

貸借対照表
計上額の合計額

受取配当金
の合計額

売却損益
の合計額

評価損益
の合計額

非上場株式 10 10 ― ― ―

非上場株式以外の株式 ― ― ― ― ―
 

⑨ 会計監査の状況

当社の会計監査業務を執行した会計監査人は、公認会計士横田泰史氏及び公認会計士山本日出樹氏でありま

す。監査証明の審査体制につきましては、公認会計士高畠明徳氏が審査の担当を行っております。
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⑩ 定款規定の内容

イ 取締役の定数

当社は、監査等委員である取締役以外の取締役は７名以内、監査等委員である取締役は５名以内とする旨

を定款に定めております。

ロ 取締役選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議は株主総会において議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以

上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。また、取締役の選

任決議については累積投票によらない旨を定款に定めております。

ハ 株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を行うため、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議は、議決権

を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上を

もって行う旨を定款に定めております。

ニ 取締役の責任免除

当社は、職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できるようにするため、会社法第426条第１項の

規定により、会社法第423条第１項の取締役（取締役であった者を含む。）の責任につき、取締役会の決議に

よって、法令の定める限度額の範囲内でその責任を免除することができる旨を定款に定めております。

また、当社は、会社法第427条第１項の規定により、取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）との

間で、当該取締役の会社法第423条第１項の責任につき、金５百万円以上であらかじめ定める金額または法令

が定める額のいずれか高い額を限度として、その責任を限定する契約を締結することができる旨を定款に定

めております。

なお、当有価証券報告書提出日現在、当社は、社外取締役全員と当該責任限定契約を締結しております。

ホ 会計監査人の責任免除

当社は、会社法第427条第１項の規定により、会計監査人との間で、会社法第423条第１項の責任につき、

金５百万円以上であらかじめ定める金額または法令が定める額のいずれか高い額を限度として、その責任を

限定する契約を締結することができる旨を定款に定めております。

 なお、当有価証券報告書提出日現在、当社は、会計監査人との間で当該責任限定契約を締結しておりま

す。

ヘ 剰余金の配当等の決定機関

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に掲げる事項については、法令に別段の定めがある場合

を除き、取締役会の決議によって定めることができる旨を定款に定めております。

 

(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

 

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 17 ― 18 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 17 ― 18 ―
 

 

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

 

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

 

④ 【監査報酬の決定方針】

該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成27年４月１日から平成28年３月31

日まで)の連結財務諸表及び事業年度(平成27年４月１日から平成28年３月31日まで)の財務諸表について、公認会計士

横田泰史及び公認会計士山本日出樹両氏による監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組み

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財

務会計基準機構へ加入し、同機構の行う研修等に参加しております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当連結会計年度

(平成28年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,378 6,140

  営業未収入金 9 83

  繰延税金資産 - 25

  その他 4,919 351

  貸倒引当金 △4 △54

  流動資産合計 6,303 6,545

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 2,644 2,477

    減価償却累計額 △2,638 △2,477

    建物及び構築物（純額） 6 0

   機械装置及び運搬具 21 21

    減価償却累計額 △19 △19

    機械装置及び運搬具（純額） 2 2

   その他 46 66

    減価償却累計額 △42 △45

    その他（純額） 4 21

   有形固定資産合計 13 23

  無形固定資産   

   のれん 393 354

   土地使用権 1,421 1,358

   その他 0 0

   無形固定資産合計 1,816 1,713

  投資その他の資産   

   投資有価証券 10 10

   長期貸付金 7,712 7,662

   その他 23 187

   投資その他の資産合計 7,746 7,860

  固定資産合計 9,576 9,597

 資産合計 15,879 16,143
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当連結会計年度

(平成28年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 16 -

  1年内返済予定の長期借入金 24 25

  未払法人税等 105 968

  賞与引当金 4 3

  繰延税金負債 1,265 95

  その他 485 359

  流動負債合計 1,901 1,451

 固定負債   

  長期借入金 7,721 7,696

  繰延税金負債 323 196

  退職給付に係る負債 10 6

  その他 327 571

  固定負債合計 8,382 8,471

 負債合計 10,284 9,922

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,000 2,000

  資本剰余金 1,744 1,744

  利益剰余金 1,069 1,683

  自己株式 △0 △0

  株主資本合計 4,814 5,428

 その他の包括利益累計額   

  為替換算調整勘定 19 47

  その他の包括利益累計額合計 19 47

 非支配株主持分 761 744

 純資産合計 5,594 6,220

負債純資産合計 15,879 16,143
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② 【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

営業収益 2,245 1,365

営業原価 1,256 292

営業総利益 989 1,072

販売費及び一般管理費 ※1  474 ※1  444

営業利益 514 628

営業外収益   

 受取利息 26 136

 補助金収入 11 -

 その他 7 31

 営業外収益合計 46 167

営業外費用   

 支払利息 23 23

 為替差損 20 375

 貸倒損失 5 -

 その他 1 13

 営業外費用合計 50 413

経常利益 510 382

特別利益   

 固定資産売却益 ※2  4,264 -

 特別利益合計 4,264 -

特別損失   

 役員退職慰労金 - 4

 支払補償費 1,464 -

 その他 ※3  24 ※3  0

 特別損失合計 1,488 4

税金等調整前当期純利益 3,285 378

法人税、住民税及び事業税 198 1,115

法人税等調整額 1,348 △1,328

法人税等合計 1,546 △212

当期純利益 1,739 590

非支配株主に帰属する当期純利益又は非支配株主に
帰属する当期純損失（△）

334 △23

親会社株主に帰属する当期純利益 1,404 614
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【連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

当期純利益 1,739 590

その他の包括利益   

 為替換算調整勘定 533 54

 その他の包括利益合計 533 54

包括利益 2,272 645

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 1,872 642

 非支配株主に係る包括利益 400 3
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

 前連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)
　

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,000 1,744 △334 △0 3,410

当期変動額      
親会社株主に帰属する

当期純利益
  1,404  1,404

自己株式の取得    △0 △0

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
     

当期変動額合計 ― ― 1,404 △0 1,404

当期末残高 2,000 1,744 1,069 △0 4,814
 

 

 

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
為替換算調整勘定

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 △448 △448 288 3,249

当期変動額     
親会社株主に帰属する

当期純利益
   1,404

自己株式の取得    △0

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
467 467 472 940

当期変動額合計 467 467 472 2,345

当期末残高 19 19 761 5,594
 

 

 当連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)
　

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,000 1,744 1,069 △0 4,814

当期変動額      
親会社株主に帰属する

当期純利益
  614  614

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
     

当期変動額合計 ― ― 614 ― 614

当期末残高 2,000 1,744 1,683 △0 5,428
 

 

 

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
為替換算調整勘定

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 19 19 761 5,594

当期変動額     
親会社株主に帰属する

当期純利益
   614

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
28 28 △16 11

当期変動額合計 28 28 △16 625

当期末残高 47 47 744 6,220
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 3,285 378

 減価償却費 92 96

 のれん償却額 39 39

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △6,692 50

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 0 △3

 受取利息 △26 △136

 支払利息 23 23

 為替差損益（△は益） 7 357

 支払補償費 1,464 -

 固定資産売却損益（△は益） △4,264 -

 貸倒損失 5 -

 営業債権の増減額（△は増加） 1,149 △55

 たな卸資産の増減額（△は増加） 0 -

 営業債務の増減額（△は減少） △868 △12

 補助金収入 △11 -

 役員退職慰労金 - 4

 その他の固定資産の増減額（△は増加） 6,296 -

 その他 △259 153

 小計 241 896

 利息の支払額 - △0

 利息の受取額 3 22

 法人税等の支払額 △166 △246

 法人税等の還付額 9 7

 補償費の支払額 △113 △66

 営業活動によるキャッシュ・フロー △25 612

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △1 △42

 固定資産の売却による収入 349 4,532

 補助金の受取額 11 -

 貸付けによる支出 △10 -

 貸付金の回収による収入 110 49

 定期預金の預入による支出 △259 △5,045

 差入保証金の差入による支出 △6 △0

 差入保証金の回収による収入 12 17

 その他 - △0

 投資活動によるキャッシュ・フロー 206 △490

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 長期借入れによる収入 50 -

 長期借入金の返済による支出 - △24

 自己株式の取得による支出 △0 -

 財務活動によるキャッシュ・フロー 49 △24

現金及び現金同等物に係る換算差額 90 △57

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 321 39

現金及び現金同等物の期首残高 761 1,082

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  1,082 ※1  1,122
 

EDINET提出書類

宮越ホールディングス株式会社(E25665)

有価証券報告書

29/63



【注記事項】

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 6社

クラウン株式会社

深セン皇冠（中国）電子有限公司

隆邦医葯貿易有限公司

深セン皇冠金属成型有限公司

CROWN PRECISION(HK)CO., LTD.

皇冠投資管理有限公司

なお、皇冠投資管理有限公司については、新規設立に伴い当連結会計年度より連結子会社に含めております。

　

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した関連会社数

該当事項はありません。

(2) 持分法を適用しない関連会社数及び名称

該当事項はありません。

　

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

クラウン株式会社を除く連結子会社５社は、いずれも12月31日を決算日としております。連結財務諸表の作成に当

たっては同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引について、連結上必要な調整を行って

おります。

　

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券

その他有価証券

時価のないもの

移動平均法による原価法

　

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

(イ)有形固定資産

定率法（在外連結子会社は定額法）を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

 建物及び構築物・・・・ 2～10年

 機械装置及び運搬具・・ 5～10年

 その他・・・・・・・・ 2～ 8年

(ロ)無形固定資産

土地使用権については、使用年数に基づく定額法によっております。

　

(3) 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

期末債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については回収可能性を個別に検討した必要額を計上する方法によっております。

　

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る負債または退職給付費用の処理方法

当社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務

とする方法を用いた簡便法を適用しております。
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(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相

場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めております。

　

(6) のれんの償却方法及び償却期間

のれんについては、20年間の均等償却を行っております。

　

(7) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなります。

　

(8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

　

(会計方針の変更等)

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平

成25年９月13日）等を当連結会計年度から適用し、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持

分への表示の変更を行っております。

当該表示の変更を反映させるため、前連結会計年度については、連結財務諸表の組替えを行っております。

 

(未適用の会計基準等)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）

(1) 概要

繰延税金資産の回収可能性に関する取扱いについて、監査委員会報告第66号「繰延税金資産の回収可能性の判

断に関する監査上の取扱い」の枠組み、すなわち企業を５つに分類し、当該分類に応じて繰延税金資産の計上

額を見積る枠組みを基本的に踏襲した上で、以下の取扱いについて必要な見直しが行われております。

①（分類１）から（分類５）に係る分類の要件をいずれも満たさない企業の取扱い

②（分類２）及び（分類３）に係る分類の要件

③（分類２）に該当する企業におけるスケジューリング不能な将来減算一時差異に関する取扱い

④（分類３）に該当する企業における将来の一時差異等加減算前課税所得の合理的な見積可能期間に関する取

扱い

⑤（分類４）に係る分類の要件を満たす企業が（分類２）又は（分類３）に該当する場合の取扱い

(2) 適用予定日

平成29年３月期の期首より適用予定であります。

(3) 当該会計基準等の適用による影響

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」の適用による連結財務諸表に与える影響額は、現時点ではあ

りません。

 

(表示方法の変更)

従来、連結損益計算書上、営業活動に帰属する収益及び費用並びに利益につきましては、「売上高」、「売上原

価」、「売上総利益」に表示しておりましたが、当連結会計年度より、「営業収益」、「営業原価」、「営業総利

益」に表示を変更しております。これに伴い、連結貸借対照表上の「売掛金」は「営業未収入金」に、連結キャッ

シュ・フロー計算書上の「売上債権の増減額」は「営業債権の増減額」、「仕入債務の増減額」は「営業債務の増

減額」に表示を変更しております。これは、当社グループの実態を適切に表示するための変更であります。また、

この表示方法の変更を反映させるために、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。
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また、前連結会計年度において、独立掲記していた「流動資産」の「未収入金」は、資産の総額の100分の５以下

となったため、当連結会計年度より「流動資産」の「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を

反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。この結果、前連結会計年度の連結貸

借対照表において、「流動資産」の「未収入金」として計上しておりました4,597百万円及び「その他」322百万円

は、「その他」4,919百万円として組み替えております。

 
(連結貸借対照表関係)

 １ 保証債務

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対し、債務保証を行っております。

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当連結会計年度

(平成28年３月31日)

㈱タスク 4百万円 1百万円
 

 

(連結損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

賞与引当金繰入額 4百万円 2百万円

退職給付費用 0百万円 2百万円

販売促進費 52百万円 ―百万円

支払手数料 36百万円 59百万円

租税公課 108百万円 75百万円

貸倒引当金繰入額 △2百万円 52百万円
 

 

（表示方法の変更）

「支払手数料」は、前連結会計年度まで金額的重要性が乏しいため、主要な費目として記載しておりません

でしたが、当連結会計年度において販売費及び一般管理費の合計の100分の10を超えたため、主要な費目として

表示しております。

 
※２ 固定資産売却益の内容は次とおりであります。

 
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
 至 平成27年３月31日)

 
当連結会計年度

(自 平成27年４月１日
 至 平成28年３月31日)

子会社深セン皇冠(中
国)電子有限公司が保有
する土地使用権及び建
物の売却益

4,264百万円 ― ―百万円

 

 

※３ 特別損失「その他」の内容は次とおりであります。

 
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
 至 平成27年３月31日)

 
当連結会計年度

(自 平成27年４月１日
 至 平成28年３月31日)

子会社深セン皇冠(中
国)電子有限公司が保有
する土地使用権及び建
物の売却に伴う立退料

24百万円
子会社隆邦医葯貿易有
限公司が保有する固定
資産の減損損失

0百万円

 

 

(連結包括利益計算書関係)

該当事項はありません。
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

株式数(株)
当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

普通株式 15,534,943 ― ― 15,534,943
 

 

２．自己株式に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

株式数(株)
当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

普通株式 282 63 ― 345
 

(注) 自己株式の増加株式数63株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

 

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

当連結会計年度において、配当金の支払を実施しておりませんので、該当事項はありません。

 
当連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

株式数(株)
当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

普通株式 15,534,943 ― ― 15,534,943
 

 

２．自己株式に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

株式数(株)
当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

普通株式 345 ― ― 345
 

 

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

当連結会計年度において、配当金の支払を実施しておりませんので、該当事項はありません。

 
(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

現金及び預金勘定 1,378百万円 6,140百万円

預入期間が3か月を超える定期預金 295百万円 5,017百万円

現金及び現金同等物 1,082百万円 1,122百万円
 

 

(リース取引関係)

記載すべき該当事項はありません。
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(金融商品関係)

 １．金融商品の状況に関する事項

 (1) 金融商品に対する取組方針

 当社グループは、事業を行うための設備投資資金及び短期的な運転資金は主に自己資金又は関係会社からま

かなっており一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用しております。また、デリバティブ取引及び投機的

な取引については行わない方針であります。

 (2) 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

 営業未収入金は、不動産賃貸に係る未収家賃であり、顧客の信用リスクに晒されております。

 貸付金は、保有債権を売却したことにより生じたものであり、融資先の信用リスクに晒されております。

 借入金のうち、１年内返済予定の長期借入金は、金融機関からの資金調達であります。また、長期借入金

は、当社がその他の関係会社の借入金債務を免責的に引き受けたことによるものであります。

 (3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に関するリスク）の管理

 営業債権については、管理部門が取引先の状況を定期的に把握し、取引先ごとに期日及び残高を管理し、継

続的にモニタリングする体制をとっており、それらを随時把握することによりリスクの軽減を図っておりま

す。

 貸付金については、融資先の財政状態・経営成績を把握し、将来の傾向を分析するとともに、適時に返済が

行われているかを随時把握することによりリスクの軽減を図っております。また、一部の貸付金については、

当該会社に対する借入を計上しているため、契約不履行に係るリスクは軽減されておりますが、当該会社の財

政状態については適宜報告されております。

② 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

 当社グループは、各部署からの報告に基づき、経理部が適時に資金繰計画を作成・更新することにより、資

金調達に係る流動性リスクを管理しております。

 (4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用すること

により、当該価額が変動することがあります。
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 ２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりであります。なお、時価を把握すること

が極めて困難と認められるものは次表には含まれておりません（(注2)参照）。

前連結会計年度(平成27年３月31日)

             (単位:百万円)

 連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 1,378 1,378 ―

(2) 営業未収入金 9 9  

     貸倒引当金(*) △3 △3  

 5 5 ―

(3) 未収入金 4,597 4,597 ―

(4) 長期貸付金 7,712 7,712 ―

資  産  計 13,694 13,694 ―

(1) 買掛金 16 16 ―

(2) 1年内返済予定の
   長期借入金

24 24 ―

(3) 長期借入金 7,721 7,721 ―

負  債  計 7,762 7,762 ―
 

(*) 個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

 
当連結会計年度(平成28年３月31日)

             (単位:百万円)

 連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 6,140 6,156 16

(2) 営業未収入金 83 83  

     貸倒引当金(*) △53 △53  

 30 30 ―

(3) 長期貸付金 7,662 7,662 ―

資  産  計 13,833 13,849 16

(1) 1年内返済予定の
   長期借入金

25 25 ―

(2) 長期借入金 7,696 7,696 ―

負  債  計 7,721 7,721 ―
 

(*) 個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
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    (注１) 金融商品の時価の算定方法に関する事項

   資   産

   (1) 現金及び預金

 満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。満

期のある預金は、満期までの期間が短いものを除き、期間に基づく区分ごとに新規に預金を行った場合に想定

される預金金利で割引いた現在価値を算定しております。

   (2) 営業未収入金

 営業未収入金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって

おります。

   (3) 長期貸付金

 長期貸付金は、債権の区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規貸付を行った場合に想定される利率で割引

いて時価を算定しておりますが、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

   負   債

   (1) 1年内返済予定の長期借入金

 1年内返済予定の長期借入金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額によっております。

   (2) 長期借入金

 長期借入金は、当該借入金の元利金の合計額を同様の借入において想定される利率で割引いて現在価値を算

定しておりますが、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

　

   (注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額

（単位：百万円）

区分 平成27年３月31日 平成28年３月31日

非上場株式 10 10
 

非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、表中には

含めておりません。
　

   (注３) 金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度(平成27年３月31日)

 
1年内

（百万円）
1年超5年以内
（百万円）

5年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

 現金及び預金 1,378 ― ― ―

 営業未収入金 9 ― ― ―

 未収入金 4,597 ― ― ―

 長期貸付金 ― 7,712 ― ―

合  計 5,985 7,712 ― ―
 

 

当連結会計年度(平成28年３月31日)

 
1年内

（百万円）
1年超5年以内
（百万円）

5年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

 現金及び預金 6,140 ― ― ―

 営業未収入金 83 ― ― ―

 長期貸付金 ― 7,662 ― ―

合  計 6,224 7,662 ― ―
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   (注４) 長期借入金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度(平成27年３月31日)

 
1年内

（百万円）
1年超2年以内
（百万円）

2年超3年以内
（百万円）

3年超4年以内
（百万円）

4年超5年以内
（百万円）

5年超
（百万円）

長期借入金 24 25 7,696 ― ― ―

合 計 24 25 7,696 ― ― ―
 

 

当連結会計年度(平成28年３月31日)

 
1年内

（百万円）
1年超2年以内
（百万円）

2年超3年以内
（百万円）

3年超4年以内
（百万円）

4年超5年以内
（百万円）

5年超
（百万円）

長期借入金 25 7,696 ― ― ― ―

合 計 25 7,696 ― ― ― ―
 

 

(有価証券関係)

時価のある有価証券はありません。

 また、時価評価されていないその他有価証券の内容については、重要性が乏しいため記載を省略しております。

 

(デリバティブ取引関係)

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。

 

(退職給付関係)

前連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

１．採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は、従業員の退職給付に充てるため、確定給付制度を採用しております。

当社及び連結子会社が有する退職一時金制度は、簡便法により、退職給付に係る負債及び退職給付費用を計

算しております。

 

２．確定給付制度

(1)簡便法を適用した制度の退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付に係る負債 9百万円

退職給付費用 0百万円

退職給付の支払額 ―百万円

期末における退職給付に係る負債 10百万円
 

 

(2)退職給付債務と連結財務諸表に計上された退職給付に係る負債の調整表

非積立型制度の退職給付債務 10百万円

貸借対照表に計上された負債 10百万円
 

退職給付に係る負債 10百万円

貸借対照表に計上された負債 10百万円
 

 

(3)退職給付に関連する損益

簡便法で計算した退職給付費用 0百万円
 

 

当連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

１．採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は、従業員の退職給付に充てるため、確定給付制度を採用しております。

当社及び連結子会社が有する退職一時金制度は、簡便法により、退職給付に係る負債及び退職給付費用を計

算しております。
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２．確定給付制度

(1)簡便法を適用した制度の退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付に係る負債 10百万円

退職給付費用 2百万円

退職給付の支払額 5百万円

期末における退職給付に係る負債 6百万円
 

 

(2)退職給付債務と連結財務諸表に計上された退職給付に係る負債の調整表

非積立型制度の退職給付債務 6百万円

貸借対照表に計上された負債 6百万円
 

退職給付に係る負債 6百万円

貸借対照表に計上された負債 6百万円
 

 

(3)退職給付に関連する損益

簡便法で計算した退職給付費用 2百万円
 

 

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

 

(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
 

当連結会計年度
(平成28年３月31日)

繰延税金資産      

 繰越欠損金 4,621 百万円  4,564 百万円

 貸倒引当金 47 〃  44 〃

 賞与引当金 0 〃  0 〃

 退職給付に係る負債 3 〃  2 〃

 未払事業税 0 〃  ― 〃

 その他 891 〃  1,006 〃

繰延税金資産小計 5,565 〃  5,617 〃

評価性引当額 △5,544 〃  △5,466 〃

繰延税金資産合計 20 〃  151 〃

繰延税金負債との相殺 △20 〃  △126 〃

繰延税金資産の純額 ― 〃  25 〃

繰延税金負債      

 固定資産譲渡益 1,217 〃  ― 〃

 土地使用権 331 〃  316 〃

 その他 60 〃  101 〃

繰延税金負債合計 1,609 〃  418 〃

繰延税金資産との相殺 △20 〃  △126 〃

繰延税金負債の純額 1,589 〃  292 〃
 

 

(注) 前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金負債の純額は連結貸借対照表の以下の項目に含まれており

ます。

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当連結会計年度

(平成28年３月31日)

流動資産─繰延税金資産 ― 百万円 25 百万円

固定資産─繰延税金資産 ― 〃 ― 〃

流動負債―繰延税金負債 1,265 〃 95 〃

固定負債―繰延税金負債 323 〃 196 〃
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
 

当連結会計年度
(平成28年３月31日)

法定実効税率 35.6 ％  33.1 ％

 (調整)      

 受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △5.9 〃  △55.9 〃

 交際費等永久に損金に算入されない項目 0.4 〃  4.1 〃

 住民税均等割等 0.0 〃  0.5 〃

 受取配当金連結相殺消去 6.2 〃  57.9 〃

 在外子会社適用税率差異 △15.6 〃  △13.0 〃

 損金不算入ののれん償却額 0.4 〃  3.4 〃

 在外連結子会社留保利益 1.5 〃  11.6 〃

 評価性引当増減額（期限切れ欠損金含む） 8.2 〃  △55.9 〃

 税率変更による繰延税金資産の減額修正 8.1 〃  31.3 〃

 繰延税金資産の取崩 8.0 〃  ― 〃

 未実現損益消去 ― 〃  △73.6 〃

 その他 0.1 〃  0.2 〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 47.0 〃  △56.3 〃
 

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税等の一部を改正する等の法律」が、平成28年３月29日に国会で

成立したことに伴い、当連結会計年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成28年４月以降解消され

るものに限る）に使用した法定実効税率は、前連結会計年度の32.3％から、回収又は支払が見込まれる期間が平成28

年４月１日から平成30年３月31日までのものは30.9％、平成30年４月１日以降のものについては30.6％にそれぞれ変

更されております。

 なお、当該変更に伴う影響額はありません。

 

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

 

(資産除去債務関係)

当社グループは、本社における事務所の不動産賃貸契約に基づき、退去時における原状回復義務を負っておりま

すが、現状では当該債務に関する賃借資産の使用期間が明確でなく、原状回復義務の履行時期を合理的に見積もる

ことが困難であることから、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。
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(賃貸等不動産関係)

当社グループは、中国深セン市において、賃貸用の工場及び宿舎（土地使用権を含む。）を有しております。平

成27年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は685百万円（賃貸収益は営業収益に、主な賃貸費用は営

業費用に計上）であり、平成28年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は854百万円（賃貸収益は営業

収益に、主な賃貸費用は営業費用に計上）であります。

なお、当該不動産については、深セン市都市総合プロジェクト「皇冠科技園」（仮称）として、オフィスビル、

商業ビル、住宅等の建設のため、深セン市政府に対して再開発の申請を予定しております。

当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は以下のとおりであります。

 (単位：百万円)

  
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
 至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
 至 平成28年３月31日)

連結貸借対照表計上額   

 期首残高 1,427 1,428

 期中増減額 0 △70

 期末残高 1,428 1,358

期末時価 43,960 39,486
 

(注)１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．期中増減額のうち、前連結会計年度の増加額は、不動産の資本的支出（0百万円）及び為替レートの変動

（205百万円）であり、減少額は、売却（103百万円）及び減価償却額（102百万円）であります。また当連結

会計年度の増加額は、不動産の資本的支出（22百万円）及び為替レートの変動（0百万円）であり、減少額

は、減価償却額（93百万円）であります。

３．期末の時価は、中国深セン市政府認定の不動産鑑定会社による鑑定評価額であります。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社グループは、「電気機器等の製造販売」、「不動産開発及び賃貸管理」の２事業を報告セグメントとして

おりましたが、当連結会計年度より単一セグメントに変更しております。これは、前連結会計年度において電気

機器等の製造販売事業を大幅に縮小したことから、当該事業の重要性が乏しくなり「セグメント情報等の開示に

関する会計基準」に定められた基準を満たさなくなったことによるものであります。

 これにより、当社グループは「不動産開発及び賃貸管理」のみの単一セグメントとなることから、当連結会計

年度よりセグメント情報の記載を省略しております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に

おける記載と同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益（のれん償却前）ベースの数値であり、セグメント間の内部収益及び振替

高は市場実勢価格に基づいております。

なお、当連結会計年度の報告セグメントについては、単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

 

前連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

    (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他 合計
電気機器等
の製造販売

不動産開発
及び賃貸管理

計

売上高      

  外部顧客への売上高 1,183 1,040 2,223 21 2,245

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― ― ―

計 1,183 1,040 2,223 21 2,245

セグメント利益又は損失(△) 30 685 716 △27 689

セグメント資産 ― 7,474 7,474 134 7,608

その他の項目      

  減価償却費 ― 92 92 0 92

 有形固定資産及び
 無形固定資産の増加額

― 1 1 ― 1
 

(注) 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメント（物資等、医薬品及び医療器具等の販売）

であります。

 

当連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

当連結会計年度は単一セグメントであるため記載を省略しております。

 

EDINET提出書類

宮越ホールディングス株式会社(E25665)

有価証券報告書

41/63



 

４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整に関する事項)

 

(単位：百万円)

売上高 前連結会計年度

報告セグメント計 2,223

「その他」の区分の売上 21

セグメント間取引消去 ―

連結財務諸表の売上高 2,245
 

(注) 当連結会計年度は単一セグメントであるため記載を省略しております。

 

(単位：百万円)

利益又は損失 前連結会計年度

報告セグメント計 716

「その他」の区分の損失(△) △27

のれんの償却額 △39

全社費用(注) △134

連結財務諸表の営業利益 514
 

(注)１ 当連結会計年度は単一セグメントであるため記載を省略しております。

   ２ 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

(単位：百万円)

資産 前連結会計年度

報告セグメント計 7,474

「その他」の区分の資産 134

全社資産(注) 8,270

連結財務諸表の資産合計 15,879
 

(注)１ 当連結会計年度は単一セグメントであるため記載を省略しております。

   ２ 全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない本社の長期貸付金であります。

 

(単位：百万円)

その他の項目

前連結会計年度

報告セグメン
ト計

その他 調整額
連結財務諸表

計上額

減価償却費 92 0 0 92

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

1 ― ― 1
 

(注)１ 当連結会計年度は単一セグメントであるため記載を省略しております。

   ２ 減価償却費、有形固定資産及び無形固定資産の増加額には、長期前払費用に

係る金額が含まれております。
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【関連情報】

前連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報として、同様の情報が開示されているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

  (単位：百万円)

日本 中国 合計

― 2,245 2,245
 

(注) 中国での売上高には、電気機器等の仲介貿易での東南アジア

向け売上高234百万円、欧州向け売上高506百万円及び中南米

向け売上高442百万円が含まれております。

 

(2) 有形固定資産

  (単位：百万円)

日本 中国 合計

0 13 13
 

 

３．主要な顧客ごとの情報

  (単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

ハムフォード オーバーシーズ
ＬＴＤ．

1,183 電気機器等の製造販売
 

 

当連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

当社は不動産開発及び賃貸管理の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

 (単位：百万円)

中国 合計

1,365 1,365
 

 

(2) 有形固定資産

  (単位：百万円)

日本 中国 合計

0 23 23
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３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載をしており

ません。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

 当連結会計年度は単一セグメントであるため記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

     (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他 全社・消去 合計
電気機器等
の製造販売

不動産開発
及び賃貸管理

計

当期償却額 ― 39 39 ― ― 39

当期末残高 ― 393 393 ― ― 393
 

 

当連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

 当連結会計年度は単一セグメントであるため記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

(1)提出会社と関連当事者との取引

前連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又

は出資金

事業の内容

又は職業

議決権等の
所有(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

フォー
シーズン㈱

(注1)

東京都
大田区

１０

（百万円）
不動産賃貸業 なし

本社事務所
の賃借
(注2)

賃借料等の
支払い

22
その他

(投資その他
の資産)

19

敷金の差入 6

 

(注) 取引条件ないし取引条件の決定方針等

１．当社代表取締役 宮越 邦正の近親者が議決権の100％を所有しております。

２．本社事務所の敷金及び賃借等の対価につきましては一般的取引と同様に決定しております。

 
当連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又

は出資金

事業の内容

又は職業

議決権等の
所有(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

フォー
シーズン㈱

(注1)

東京都
大田区

１０

（百万円）
不動産賃貸業 なし

本社事務所
の賃借
(注2)

賃借料等の
支払い

28
その他

(投資その他
の資産)

16

敷金の
一部返還

2

 

(注) 取引条件ないし取引条件の決定方針等

１．当社代表取締役 宮越 邦正の近親者が議決権の100％を所有しております。

２．本社事務所の敷金及び賃借等の対価につきましては一般的取引と同様に決定しております。
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(2)連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

前連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又

は出資金

事業の内容

又は職業

議決権等の
所有(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

その他の
関係会社

㈱クラウン
ユナイテッド

東京都
大田区

１０

（百万円）

投資事業及び

電気機器販売

(被所有)
直接 21.3
間接 ―

役員の兼任及
び金銭の貸借

貸付金債権の
回収

25

貸付金 ―
貸付金債権の

譲渡
284

利息の受取 1 ― ―

主要
株主

皇冠貿易
（香港）
有限公司

香港
５百万

（ＨＫ＄）

電気部品等の

仕入・販売

(被所有)
直接 13.3
間接 ―

金銭の貸借

貸倒損失 5 貸付金 167

― ―
その他

（流動負債）
167

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

フォー
シーズン㈱

(注2)

東京都
大田区

１０

（百万円）
不動産賃貸業 なし

事務所の賃借
(注3)

賃借料等の
支払い

23 未収入金 20

 

(注) 取引条件ないし取引条件の決定方針等

１．㈱クラウンユナイテッド及び皇冠貿易(香港)有限公司との資金の貸借については、市場金利を勘案して利率

を合理的に決定しております。

２．当社代表取締役 宮越 邦正の近親者が議決権の100％を所有しております。

３．事務所の賃借等の対価につきましては一般的取引と同様に決定しております。

 
当連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又

は出資金

事業の内容

又は職業

議決権等の
所有(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

主要
株主

皇冠貿易
（香港）
有限公司

香港
５百万

（ＨＫ＄）

電気部品等の

仕入・販売

(被所有)
直接 13.3
間接 ―

金銭の貸借

― ―
その他

（固定資産）
167

― ―
その他

（固定負債）
167

 

(注) 皇冠貿易（香港）有限公司は平成27年11月25日付で当社株式の全株式を売却したため、関連当事者ではなくなっ

ております。上記の期末残高は関連当事者に該当しなくなった時点での残高を記載しております。

 
２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

      該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

 

項目
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当連結会計年度

(平成28年３月31日)

１株当たり純資産額 311円17銭 352円52銭

１株当たり当期純利益金額 90円41銭 39円53銭
 

(注)１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．算定上の基礎

    (1)１株当たり当期純資産額

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当連結会計年度

(平成28年３月31日)

 純資産の部の合計額（百万円） 5,594 6,220

 純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 761 744

 （うち非支配株主持分） (761) (744)

 普通株式に係る当期末の純資産額（百万円） 4,833 5,476

 １株当たり純資産額の算定に
 用いられた当期末の普通株式の数（株）

15,534,598 15,534,598
 

    (2)１株当たり当期純利益金額

 
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
 至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
 至 平成28年３月31日)

 親会社株主に帰属する当期純利益(百万円) 1,404 614

 普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

 普通株式に係る親会社株主に帰属する
 当期純利益(百万円)

1,404 614

 普通株式の期中平均株式数(株) 15,534,640 15,534,598
 

 

(重要な後発事象)

当社は、平成28年５月30日開催の取締役会において、当社の連結子会社である深セン皇冠（中国）電子有限公司

が中国深セン市に所有する固定資産（土地使用権）の一部について、深セン市人民政府より道路建設のための用地

回収の要請を受けたことから、同政府の要請に対して公共事業であることに鑑み前向きに検討し対応することを決

議いたしました。

 
１ 当該事象の発生会社  
 名称 深セン皇冠(中国)電子有限公司
 住所 中国広東省深セン市福田区車公廟工業区皇冠小区
 代表者の役職・氏名 決定代表人・董事長 宮 越 邦 正
 事業内容 不動産開発及び賃貸管理事業
 資本金 15,000,000米国ドル
 

 
２ 当該資産の内容  
 資産の内容 土地使用権 19,474.4㎡
 資産の所在地 中国広東省深セン市福田区車公廟工業区皇冠小区
 現況 賃貸物件
 補償金 未定
 

 
３ 日程  
 回収手続き開始 平成28年６月下旬（予定）
 回収物件の引渡 未定
 

 
４ 当該事象の連結損益に与える影響額

   現時点において、本件が今後の当社の業績に影響を与える時期及び影響額は未定であります。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 ― ― ― ―

１年以内に返済予定の長期借入金 24 25 0.98 ―

１年以内に返済予定のリース債務 ― ― ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

7,721 7,696 1.00 平成30年３月

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く。)

― ― ― ―

その他有利子負債 ― ― ― ―

合計 7,746 7,721 ― ―
 

(注)１．「平均利率」については、借入金等の当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金（１年以内返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおり

であります。
　

 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内

長期借入金（百万円） 7,696 ― ― ―
 

 

【資産除去債務明細表】

明細書に記載すべき事項が連結財務諸表規則第15条の23に規定する注記事項として記載されているため、記

載を省略しております。
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(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

営業収益 (百万円) 283 591 1,029 1,365

税金等調整前四半
期(当期)純利益金
額

(百万円) 135 308 561 378

親会社株主に帰属
する四半期(当期)
純利益金額

(百万円) 63 145 354 614

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 4.11 9.39 22.82 39.53
 

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期
純利益金額

(円) 4.11 5.28 13.42 16.71
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成27年３月31日)
当事業年度

(平成28年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 128 144

  未収入金 ※1  51 ※1  174

  その他 92 115

  流動資産合計 273 434

 固定資産   

  投資その他の資産   

   関係会社株式 3,911 3,935

   長期貸付金 7,712 7,662

   その他 19 16

   投資その他の資産合計 11,643 11,614

  固定資産合計 11,643 11,614

 資産合計 11,917 12,048

負債の部   

 流動負債   

  短期借入金 ※1  30 ※1  58

  1年内返済予定の長期借入金 24 25

  未払金 3 7

  未払費用 89 113

  未払法人税等 3 1

  賞与引当金 2 1

  その他 0 6

  流動負債合計 154 211

 固定負債   

  長期借入金 7,721 7,696

  退職給付引当金 10 6

  固定負債合計 7,731 7,703

 負債合計 7,886 7,915
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成27年３月31日)
当事業年度

(平成28年３月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,000 2,000

  資本剰余金   

   資本準備金 1,000 1,000

   その他資本剰余金 911 911

   資本剰余金合計 1,911 1,911

  利益剰余金   

   その他利益剰余金   

    繰越利益剰余金 119 222

   利益剰余金合計 119 222

  自己株式 △0 △0

  株主資本合計 4,030 4,133

 純資産合計 4,030 4,133

負債純資産合計 11,917 12,048
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② 【損益計算書】

           (単位：百万円)

          前事業年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

当事業年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

営業収益 ※1  209 ※1  262

営業費用 ※1,※2  135 ※1,※2  151

営業利益 74 110

営業外収益   

 受取利息 23 23

 その他 ※1  4 ※1  1

 営業外収益合計 28 24

営業外費用   

 支払利息 ※1  23 ※1  24

 その他 - 7

 営業外費用合計 23 31

経常利益 79 103

税引前当期純利益 79 103

法人税、住民税及び事業税 8 1

法人税等調整額 4 -

法人税等合計 13 1

当期純利益 66 102
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③ 【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当期首残高 2,000 1,000 911 1,911

当期変動額     

当期純利益     

自己株式の取得     

当期変動額合計 ― ― ― ―

当期末残高 2,000 1,000 911 1,911
 

 

 

株主資本

純資産合計
利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当期首残高 53 53 △0 3,964 3,964

当期変動額      

当期純利益 66 66  66 66

自己株式の取得   △0 △0 △0

当期変動額合計 66 66 △0 65 65

当期末残高 119 119 △0 4,030 4,030
 

 

 

 当事業年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当期首残高 2,000 1,000 911 1,911

当期変動額     

当期純利益     

当期変動額合計 ― ― ― ―

当期末残高 2,000 1,000 911 1,911
 

 

 

株主資本

純資産合計
利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当期首残高 119 119 △0 4,030 4,030

当期変動額      

当期純利益 102 102  102 102

当期変動額合計 102 102 ― 102 102

当期末残高 222 222 △0 4,133 4,133
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１．有価証券の評価基準及び評価方法

 子会社株式

 移動平均法に基づく原価法

 

２．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

期末債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については回収可能性を個別に検討した必要額を計上する方法によっております。

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込み額に基づき、当事業年度末におい

て発生していると認められる額を計上しております。

 

３．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

 

４．その他財務諸表作成のための重要な事項

 消費税等の会計処理方法

 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

 

(貸借対照表関係)

       ※１ 関係会社に対する資産及び負債

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当事業年度

(平成28年３月31日)

短期金銭債権 44百万円 129百万円

短期金銭債務 30百万円 58百万円
 

 

(損益計算書関係)

       ※１ 関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引高の総額

 
前事業年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当事業年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

営業取引高(収入分) 209百万円 262百万円

営業取引高(支出分) 0百万円 0百万円

営業取引以外の取引高(収入分) 0百万円 0百万円

営業取引以外の取引高(支出分) 0百万円 0百万円
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       ※２ 営業費用のうち主要な費目及び金額

 
前事業年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当事業年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

給料及び手当 23百万円 25百万円

役員報酬 30百万円 33百万円

賞与引当金繰入額 4百万円 2百万円

退職給付費用 0百万円 2百万円

支払手数料 29百万円 33百万円

賃借料 16百万円 21百万円
 

 

なお、営業費用はすべて一般管理費であります。

 

(有価証券関係)

子会社株式（前事業年度末の貸借対照表計上額3,911百万円、当事業年度末の貸借対照表計上額3,935百万円）に

ついては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極

めて困難と認められるため、記載しておりません。

 

(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
 

当事業年度
(平成28年３月31日)

繰延税金資産      

 賞与引当金 0 百万円  0 百万円

 退職給付引当金 3 百万円  2 百万円

 繰越欠損金 ― 百万円  26 百万円

 その他 0 百万円  0 百万円

繰延税金資産小計 4 百万円  29 百万円

評価性引当額 △4 百万円  △29 百万円

繰延税金資産合計 ― 百万円  0 百万円

繰延税金負債との相殺 ― 百万円  △0 百万円

繰延税金資産の純額 ― 百万円  ― 百万円

繰延税金負債      

 未収事業税 ― 百万円  0 百万円

繰延税金負債の合計 ― 百万円  0 百万円

繰延税金資産との相殺 ― 百万円  △0 百万円

繰延税金負債の純額 ― 百万円  ― 百万円
 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
 

当事業年度
(平成28年３月31日)

法定実効税率 35.6 ％  33.1 ％

 (調整)      

 交際費等永久に損金に算入されない項目 0.9 〃  0.7 〃

 受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △27.9 〃  △59.5 〃

 住民税均等割等 1.5 〃  1.2 〃

 税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 0.5 〃  2.2 〃

 評価性引当増減額 6.0 〃  23.4 〃

 その他 0.2 〃  △0.1 〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 16.8 〃  1.0 〃
 

 

EDINET提出書類

宮越ホールディングス株式会社(E25665)

有価証券報告書

55/63



 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税等の一部を改正する等の法律」が、平成28年３月29日に国会で

成立したことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成28年４月以降解消されるも

のに限る）に使用した法定実効税率は、前事業年度の32.3％から、回収又は支払が見込まれる期間が平成28年４月１

日から平成30年３月31日までのものは30.9％、平成30年４月１日以降のものについては30.6％にそれぞれ変更されて

おります。

 なお、当該変更に伴う影響額はありません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

該当事項はありません。

 

【引当金明細表】

 

区分
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

賞与引当金 2 2 3 1

 

 

(2) 【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

(3) 【その他】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

宮越ホールディングス株式会社(E25665)

有価証券報告書

57/63



第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の
買取・売渡

 

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
三井住友信託銀行株式会社

（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
三井住友信託銀行株式会社

取次所 ―

買取・売渡手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告
ただし、事故その他やむをえない事由により電子公告によることができない場合は、
日本経済新聞に掲載する。当社の公告掲載URLは次のとおり。
http://www.miyakoshi-holdings.com

株主に対する特典 該当事項なし
 

(注) 当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができませ

ん。

会社法第189条第２項各号に掲げる権利

会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

株主の有する株式数に応じて募集株式の割当及び募集新株予約権の割当を受ける権利

 

EDINET提出書類

宮越ホールディングス株式会社(E25665)

有価証券報告書

58/63



第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は、法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度 第４期(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)平成27年６月26日関東財務局長に提出

 

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

平成27年６月26日関東財務局長に提出

 

(3) 四半期報告書及び確認書

事業年度 第５期第１四半期(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)平成27年８月７日関東財務局長に提

出

事業年度 第５期第２四半期(自 平成27年７月１日 至 平成27年９月30日)平成27年11月13日関東財務局長に提

出

事業年度 第５期第３四半期(自 平成27年10月１日 至 平成27年12月31日)平成28年２月12日関東財務局長に提

出

 

(4) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨時

報告書

平成27年６月29日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告書

平成27年12月１日関東財務局長に提出

 

EDINET提出書類

宮越ホールディングス株式会社(E25665)

有価証券報告書

59/63



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

　

平成28年６月29日

宮越ホールディングス株式会社

取締役会  御中

 

         横田公認会計士事務所
 

　

公認会計士 横  田   泰  史   ㊞
 

　

         山本公認会計士事務所
 

　

公認会計士 山  本  日 出 樹   ㊞
 

　

＜財務諸表監査＞

私たちは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

宮越ホールディングス株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

　

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

私たちの責任は、私たちが実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私た

ちに連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基

づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

私たちの判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、私たちは、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評

価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

私たちは、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

私たちは、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、宮越

ホールディングス株式会社及び連結子会社の平成28年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年

度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

強調事項

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成28年５月30日開催の取締役会において、連結子会社深セン皇

冠（中国）電子有限公司が中国深セン市に所有する固定資産（土地使用権）の一部について、深セン人民政府より道路

建設のための用地回収の要請を受けたことから、同政府の要請に対して公共事業であることに鑑み前向きに検討し対応

することを決議した。

当該事項は、私たちの結論に影響を及ぼすものではない。
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＜内部統制監査＞

私たちは、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、宮越ホールディングス株式会社の

平成28年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

私たちの責任は、私たちが実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明す

ることにある。私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠し

て内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、私たちに内部統制報告書に重要な虚偽表示がない

かどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施することを求めて

いる。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、私たちの判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結

果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

私たちは、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

私たちは、宮越ホールディングス株式会社が平成28年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示し

た上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠

して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

※１ 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

平成28年６月29日

宮越ホールディングス株式会社

取締役会  御中

 

         横田公認会計士事務所
 

 

公認会計士 横  田   泰  史   ㊞
 

 

         山本公認会計士事務所
 

 

公認会計士 山  本  日 出 樹   ㊞
 

　

私たちは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

宮越ホールディングス株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第５期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を

行った。

　

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

私たちの責任は、私たちが実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私たちに

財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査

を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、私た

ちの判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、私たちは、リスク評価の実施に際

して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体

としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

私たちは、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

私たちは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、宮越ホール

ディングス株式会社の平成28年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

※１ 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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